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１．我が国の航空サービスの展望
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国内航空旅客の動向

2419

羽田利用者合計
　5,949万人（61.5％）

その他
　2,097万人（21.7％）

伊丹又は関空利用者
　1,620万人（16.8％）

東京－大阪（伊丹・関空）線利用者
　748万人（7.7％）

旅客数合計

9,666万人

需要予測値

10,730万人

需要予測値

12,700万人

羽田利用者
　5,201万人（53.8％）

国内航空旅客数の推移（単位：万人）

都市再生

経済発展 地域交流

観光振興
航空

航空輸送の特性（速く、快適に移動）
＋

航空輸送の低廉化

Ｓ Ｈ
（ 年度 ）

国内旅客の
６割は羽田利用者

今後も航空輸送は、
重要な役割を果たす

国内旅客輸送機関分担率
（500km以上・人ベース）

航空

５１.９％

ＪＲ

３８.３％

自動車　８.４％
旅客船　１.４％

国内の長距離移動においては、

半数以上が航空を利用。

5.9 %

8.2 %

3.2 %

3.0 %

7.4 %

6.4 %

※　　　　　　内の数値は、昭和45年度～平成14年度の年平均伸率

１

東京

距離 1041km

790km

514km

大阪

広島

福岡

航空 93%

JR 7%

59%

41%

30%

70%

航空とJRの旅客シェア

79%

21%

45%55%

16%

84%

平成13年度

平成３年度

平成13年度

平成３年度

平成13年度

平成３年度

※ 航空とJRのシェア ： ①旅客地域流動調査より航空局作成　②路線距離は、東海道・山陽新幹線の営業キロ（JTB時刻表より）



国内定期航空運送事業の参入・運賃に係る制度の沿革 
参 入 制 度 ：路線ごとに免許 

① 当初：４５・４７体制（昭和４５年閣議了解・昭和４７年大臣通達） 

ＪＡＬ：国際線・国内線（幹線） 

ＡＮＡ：国内線（幹線・ローカル線） 

ＪＡＳ：国内線（ローカル線） 

※幹線：札幌、東京、大阪、福岡及び那覇 

② 昭和６１年（昭和６１年運輸政策審議会答申） 

・ ４５・４７体制を廃止 

・ 国際線について、全ての航空会社の参入を認める 

・ 国内線についてダブル・トリプルトラック化（※）を実施 

※同一路線を２社又は３社が運航するようにすること 

 

ダブル・トリプルトラック化基準の緩和 
          

平成９年  

ダブル・トリプルトラック化基準廃止 

 平成１０年 

９月 スカイマークエアラインズ 羽田－福岡 

１２月 北海道国際航空      羽田－札幌  に新規参入 

＊国内航空分野における新規参入は３５年ぶり 

 

  

平成１２年２月１日  

需給調整規制の廃止、事業ごとの許可制へ移行 

運 賃 制 度 ：全ての運賃・料金（割引含む）は、認可制 

 

 

 

 

 

 

平成２年 標準原価の導入 

同一距離同一運賃帯を目指すために導入 

 

平成７年 一部届出化 

５割以内の営業政策的割引運賃及び一部の料金

を届出化 

 

    平成８年 幅運賃制度の導入 

標準原価から２５％の幅内での普通運賃の設定

を自由化 

平成１０年 

９月 スカイマークエアラインズが半額運賃を設定 

１２月 北海道国際航空が３６％引き運賃を設定 

 

 

 平成１２年２月１日  

需給調整規制の廃止に併せ、全ての運賃料金を認可制から事前届出

制へ移行。 

国土交通大臣は、不当な差別的運賃、著しく不適切な運賃、不当な競

争を引き起こす運賃については、運輸審議会に諮って変更命令をするこ

とができる。 

段
階
的
に
規
制
緩
和 

段
階
的
に
規
制
緩
和 

平成１１年６月航空法の一部改正法成立

国内定期航空運送事業者の参入・運賃に係る制度の沿革２
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最低運賃 42 42 10 42 21

普通運賃（前年） 100 252 164 195 112

最低運賃（前年） 36 41 28 37 26
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イールド（平均運賃）は年々低下

国際的に見ても運賃水準は低下

運賃の低廉化・多様化により、国民に利用しやすい航空運賃を実現

（年度）

回数券

※イールド・・旅客１人を１Ｋｍ運ぶ際の収入

規制緩和後の航空運賃の低廉化・新規航空会社の参入

※ 2002年11月時点
※ 距離帯：400－800km

運賃の多様化

新たな需要の創出

羽田－札幌
（ADO）

羽田－福岡
（ＳＫＹ）

羽田－宮崎
（SNA）

羽田－鹿児島
（ＳＫＹ）

参 入 前

９，３６７，３３４人
Ｈ１３年度　（１１５）

６，７４８，５６４人

Ｈ９年度　（１００）

１，３５６，１２１人

Ｈ１３年度　（１００）

２，１１１，３４８人

Ｈ１３年度　（１００）

８，６５７，８１７人
Ｈ１１年度　（１０７）

１，３８７，１７０人
Ｈ１４年度　（１０２）

２，３２７，２６０人
Ｈ１４年度　（１１０）

８，１２７，３４１人

Ｈ９年度　（１００）

８，２７４，７３２人
Ｈ１３年度　（１２３）

Ｈ１４．４
参入

７，５９０，３４８人
Ｈ１１年度　（１１２）

増　　便

Ｈ１４．８
参入

Ｈ１０．９
参入

Ｈ１０．１２
参入

Ｈ１２．７
増便

Ｈ１２．７
増便

年度 H９ Ｈ１１ Ｈ１３ Ｈ１４
旅客数 85,555,102 91,588,958 94,579,391 96,604,195

H9年度比 100 107 110
H13年度比 100 102

全路線数推移

新規航空会社の参入により、需要を喚起

普通運賃

団体運賃

往復運賃

事前購入
割引

バーゲン運賃

インターネット
割引運賃

特定便割引

３

新規航空会社の就航路線
（H15.10）

○スカイマーク
　　東京－福岡 ７便/日
　　東京－鹿児島 ３便/日
　　東京－徳島 ２便/日
　　東京－青森 ２便/日

○ エアドゥ
　　東京－札幌 ７便/日
　　東京－旭川 ３便/日

○スカイネットアジア
　　東京－宮崎 ６便/日
　　東京－熊本 ６便/日

※ 日本の普通運賃を100とした場合の指数を表示

１ドル＝122.55円　　１ポンド＝191.37円　　１ユーロ＝121.55円
2002年11月時点（ＩＭＦ資料より）



国内旅客数と空港数の推移

これまでの空港整備の結果、離島等を含め、全国どこでも高速輸送サービスのメリットを
享受できるようになり、規制緩和の効果もあいまって、国内旅客数は安定的に増加。
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Ａ滑走路供用

西側ターミナル
施設供用

Ｃ滑走路供用
24時間運用開始

Ｂ滑走路供用

発着回数

発着枠

利便時間帯の
発着可能回数

再拡張
発着回数ベースでは、現状の処理容量は限界

再拡張により、
発着容量が大幅に増大

※）6:00～8:30の到着、20:30～23:00の出発及び23:00～6:00の発着を除く
　　発着可能回数。
　　 ただし、「利便時間帯の発着可能回数」は公用機等の枠を含むものであ
　　り、定期便の発着回数は現状で「定期便の発着可能回数」の上限一杯と
　　なっている。

運用時間拡大

201020001990

※

羽田空港の発着枠

全空港数

国内旅客数

４
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（A)幅運賃制度導入

（B)ダブルトリプルトラック化

（C）羽田スロット拡大

●規制緩和、羽田空港の容量拡大の消費者余剰
（政策の有無による消費者余剰の差）

●消費者余剰の概念

　・ダブル・トリプルトラック化（DT化）・・・同一路線への複数航空会社の参入。供給総座席数に占めるダブル・トリプル
　　トラックの供給座席数の比率は、８５年度の５３％から９９年度には８０％へと増加。

　・運賃規制緩和・・・９６年度から実施された一定の幅の中での運賃設定自由化措置。現在は届出制。

　・羽田空港の容量拡大（スロット拡大）・・・羽田空港の発着回数／日の拡大。８５年度の４２０回から９９年度には

　　６６０回へと増加。現在は８１２回。

合計６兆円の経済効果

資料：国土交通省国土交通政策研究所

規制緩和、羽田空港の容量拡大の経済効果

我が国における規制緩和（ダブル・トリプルトラック化、運賃規制緩和）及び羽田の容量拡大により、

昭和６０年度（1985）以降、合計６兆円の経済効果

５

（Ａ） 幅運賃制度導入

（Ｂ） ダブルトリプルトラック化

（Ｃ） 羽田スロット拡大



便数と座席数の増加率(都市圏規模別) 路線数の増加率(都市圏規模別)

　　中小規模都市圏では便数・座席数の増加が少なく、路線数も減少。

１ ： 運賃は低下(1990から98年で平均21％低下)。

２ ： いわゆるハブアンドスポーク型ネットワークの形成により、航空サービス(便数・提供座席数・

　　 路線数)は大規模以上の都市圏では向上しているが、中規模以下の都市圏では向上してい
　　 ないところもある。

　1978年の航空規制緩和以降のアメリカ航空サービスの変化

規制緩和による利用者の利益は1993年時点で184億㌦(米国航空旅客収入640億ドルの約３割)に
達するとの試算もある。(スティーブン・モリソン、クリフォード・ウィンストン他著、郭賢泰訳「規制緩和の経済効果」(1997、日本評論社))
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(増加率、78→98年)

出発便数

座席数
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小都市圏 中都市圏 中大都市圏 大都市圏

直行便

ワンストップ便

(増加率、78→98年)

※小都市圏とは人口30万人未満の都市圏、中都市圏とは人口30～60万人の都市圏、中大都市圏とは人口60～150万人の都市圏、大都市圏とは人口150万人以上の都市圏を指す。

※United States General Accounting Office (1999) “Airline Deregulation – Changes in Airfares, Service Quality, and Barriers to Entry” より。

アメリカにおける航空規制緩和の結果６
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路線数合計

ローカル

幹　線

羽田路線

ＧＤＰ

ＧＤＰ(平成２年度＝100)路線数

(注)１．数字は、以下の航空会社(10社)の合計。
　　　　　　日本航空、全日本空輸、日本エアシステム、日本トランスオーシャン航空、エアーニッポン、日本エアコミューター、ジャルエクスプレス、スカイマークエアラインズ、
　　　　　　北海道国際航空及びスカイネットアジア航空

　　２．幹線とは、新千歳、羽田、成田、伊丹、関西、福岡及び那覇の各空港を相互に結ぶ路線をいう。ローカル線とは、幹線以外の路線をいう。
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運航便数は増加傾向にあるが、路線数は減少 。

国内航空における運航便数及び路線数の推移７



新規路線と廃止路線の推移

※青字：他の交通機関との競争に敗れた結果による廃止　　赤字：その他赤字による廃止

９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度

那覇－花巻 那覇－青森 新潟－旭川 羽田－紋別 富山－那覇

那覇－出雲 高知－那覇 丘珠－女満別

羽田－久米島 羽田－佐賀 新千歳－利尻

山口宇部－那覇 羽田－大館能代

名古屋－石垣 新千歳－大館能代

福岡－宮古 名古屋－佐賀

伊丹－大館能代

伊丹－佐賀

仙台－青森

広島－石垣

6路線 10路線 3路線 1路線 0路線 1路線

仙台－帯広(H8) 福岡－山形(H8) 関西－奄美(H6) 福岡－函館(H4) 関西－新潟(H6) 福島－帯広(H7) 関西－山形(H7)

福岡－女満別(H7) 新千歳－熊本(H4) 新潟－函館(H8) 新千歳－長崎(H4) 丘珠－女満別(H11) 関西－青森(H6) 名古屋－佐賀(H10)

福岡－旭川(H7) 新千歳－大分(H4) 関西－対馬（H8） 新千歳－米子(H8) 新千歳－紋別(H2) 新千歳－山口宇部(H5) 福岡－釧路(H8)

女満別－広島(H8) 新千歳－宮崎(H4) 福岡－宮古（H9) 旭川－仙台(H8) 広島－鹿児島(S60) 新千歳－高松(H2) 福岡－秋田(H8)

仙台－松本(H8) 関西－花巻(H6) 新千歳－大館能代(H10) 関西－旭川(H6) 高知－新千歳(H8) 関西－仙台(H6)

関西－三沢(H7) 関西－松本(H8) 仙台－青森(H10) 関西－高松(H6)

広島－松本(H7) 広島－宮崎(H5)

広島－石垣(H10)

13路線 4路線 6路線 5路線 5路線 8路線

(注) １．特定本邦航空運送事業者(以下の航空会社)のみ掲載。

２．廃止路線の(　　)内は、路線を開設した年度。

日本航空、日本エアシステム、全日本空輸、日本トランスオーシャン航空、エアーニッポン、ジャルエクスプレス、スカイマークエアラインズ、
北海道国際航空及びスカイネットアジア航空。

新規路線

廃止路線

新規路線と廃止路線の推移８



ＡＮＡＪＡＬＳ ルフトハンザ航空

（外国社）

（出典：2002年各社Ａｎｎｕａｌ　Ｒｅｐｏｒｔ）

英国航空 大韓航空ユナイテッド航空

（本邦社）

大型機

中型機

小型機

（出典：JAL,ANA,JAS）

（注）大型機　：　B747、B777、A340　　　中型機　：　B767、A300、A330、MD-11、DC-10
　　　小型機　：　B757、B737、A321 / 320 / 319、MD-81 / 87 / 90、Fokker100 等

各航空会社の機材構成

330

140

94

124

120

134

110

190

0 100 200 300 400

羽田

ﾛﾝﾄﾞﾝﾋｰｽﾛｰ

ﾛﾝﾄﾞﾝｶﾞﾄｳｨｯｸ

ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ

ｼｬﾙﾙﾄﾞｺﾞｰﾙ

JFｹﾈﾃﾞｨ

ﾆｭｰｱｰｸ

ｿｳﾙ

出典：OAG data by BACK INFO (CY2002)

（席）

各空港発着の１便当たり平均座席数（国内線） 世界の航空会社のジェット機保有状況

(726社；14089機)

54%

20%

12%14%

(15社；434機)

28%

33%

38%

1%

世　界 日　本

大型ジェット機

(座席数350席以上)

中型ジェット機

(座席数200～350席)

小型ジェット機

(座席数100～200席)

リージョナルジェット機

(座席数100席未満)

(注)平成13年末時点。()内の数字は各地域の航空会社数及び運航機材の総数。

　　　民間航空機関連データ集(日本航空機開発協会)による。(旧ソ連地域を除く。)

機材構成の国際比較９

14%

31%

48%
28% 37%

35%
63%

28%

8%
63%

30%

6%

72%

18%
10%

31% 39%

30%



Teesside 空港 福島空港

高松空港

年間旅客数 ： １５３万人(2001年)

旅客便 ： 概ね ４４便/日

年間旅客数 ： １５９万人(2001年)

旅客便 ： 概ね １４便/日

年間旅客数 ： ６８万人(2002年)

旅客便 ： 概ね １５便/日

年間旅客数 ： ６７万人(2001年)

旅客便 ： 概ね 　９便/日

イギリスでは小型機材を使用し、多路線・多頻度ネットワークを実現している。
日本では機材が比較的大きく、路線も大都市、特に東京に集中している。

ロンドン

アバディーン
ジャージー

アムステルダム(蘭)
ダブリン(アイルランド)

７便/日

４便/日(平日のみ)
１便/週(土曜のみ) 

３便/日
１便/日

フォッカー100

ジェットストリーム32
エンブラエルERJ145

フォッカー100
B737

ロンドン

ベルファスト
サウザンプトン
ジャージー
エジンバラ
グラスゴー
アバディーン
アイル・オブ・マン

アムステルダム(蘭)

ダブリン(アイルランド)
パリ(仏)
コーク(アイルランド)
バルセロナ(西)
パルマ・マロルカ(西)
マラガ(西)
ミラノ(伊)
ブリュッセル(ベルギー)
アリカンテ(西)
ニース(仏)

５便/日

４便/日
３便/日
１便/日
３便/日(平日のみ)
３便/日(平日のみ)
２便/日(平日のみ) 
２便/日(平日のみ)

６便/日

３便/日
３便/日
１便/日
１便/日
１便/日
１便/日
１便/日
３便/日(平日のみ)
４便/週
３便/週(火・金・日）

フォッカー100等

DHC-8-400等
ジェットストリーム41
エンブラエルERJ145
エンブラエルERJ145
エンブラエルERJ145
ジェットストリーム32
ジェットストリーム41

フォッカー100等

B737
エンブラエルERJ145
エンブラエルERJ145
B737
B737
B737
B737
エンブラエルERJ145
B737
B737

東京

福岡
鹿児島
那覇
仙台

ソウル

１０便/日

　１便/日
　１便/日
　１便/日
　３便/週(火、金、日)

　３便/週(月、木、土)

A300-600R、B767等

サーブ340B
サーブ340B
B767
MD-81

B737

大阪

札幌
福岡
沖縄

ソウル

上海

３便/日

３便/日
１便/日
１便/日

３便/週(火、金、日)

２便/週(木、日)

B767、CRJ200

B737
B737
B737

A320

A320

路　　線 便　　数 機　　材

路　　線 便　　数 機　　材

路　　線 便　　数 機　　材

路　　線 便　　数 機　　材

Leeds Bradford 空港

【North of England の空港】

・ Manchester  1,835万人

・ Newcastle 315万人

・ Liverpool J.L. 198万人

・ Leeds
-Bradford 158万人

・ Teesside 75万人

・ Humberside 45万人

(旅客数は、2000年の値)

※ 時刻表、HP等から航空局作成

※ 各航空機材の乗客数（代表的なもの）は、以下のとおり

・ A300-600R ＝ 292 (J)
・ B767 ＝ 250前後 (J)
・ A320 ＝ 166 (J) 
・ MD-81 ＝ 163 (J)

　・ B737 ＝ 150前後 (J) 

　 (J)：ジェット機 (P)：プロペラ機

・ フォッカー100 ＝ 107 (J)
・ DHC-8（ダッシュ8）-400 ＝ 70 (P) 
・ エンブラエルERJ145 ＝ 50 (J)
・ CRJ200 ＝ 50 (J)
・ サーブ340B ＝ 36 (P)
・ ジェットストリーム41 ＝ 30前後 (P)
・ ジェットストリーム32 ＝ 19 (P)

ヨーロッパにおける航空ネットワークの例10



伊丹－高知

エアーニッポン

Ｂ７６７(２８８席)

Ａ３２０(１６６席)

５便

エアーニッポン

Ｂ７６７(２８８席)

Ａ３２０(１６６席)

３便

ｴｱｰﾆｯﾎﾟﾝﾈｯﾄﾜｰｸ

ＤＨＣ8-400(７４席)

５便※

長崎－対馬

エアーニッポン

Ｂ７３７(１２６席)

２便

ｵﾘｴﾝﾀﾙｴｱﾌﾞﾘｯｼﾞ

ＤＨＣ8-200(３９席)

４or５便※

伊丹－隠岐

日本エアコミューター

ＹＳ１１(６４席)

１便

日本エアコミューター

ＳＡＡＢ(３６席)

２便

伊丹－山形

日本エアシステム

ＭＤ８７(１３４席)

ＭＤ８１(１６３席)

２便

ジェイエア

ＣＲＪ(５０席)

３便→４便(６月～)

15年11月

※ｴｱｰﾆｯﾎﾟﾝﾈｯﾄﾜｰｸは、最終的には、１５便まで増便予定

15年9月

15年4月15年4月

※曜日により便数が異なる

国内航空路線における機材小型化による利便性向上
11



関
連
航
空
会
社

国
際

国
内

台湾

リゾート

機材　　　　小　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大

都
市
間
運
航

地
域
運
航RAC

ADK

HAC

J-AIR

JACA-NET

JTA

JEX
ANK

JAS

ANA JAL

JAZ

AJX

JAAANK

小型機運航会社による低コスト運航の実現

A-Net(エアーニッポンネットワーク)

羽田－離島路線及び丘珠空港から北海道内路線

プロペラ機

運航コストを約12％削減
(対ANK比)

JEX(JALエクスプレス)

伊丹空港を中心に中・短距離路線

小型ＪＥＴ機

運航コストを約11％削減
(対JAL比)

会社名

事業概要

主要機材

運航効率化

小型機材に特化した関連航空会社へ路線を移管することにより、航空会社も低コスト運航が可能に。

12



ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙ

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

香港

2000 km

3000 km

4000 km

関空

1000 km

500 km

成田

成田からの距離

アジア ヨーロッパ

パリからの距離

2000 km

3000 km

4000 km

1000 km

500 km

ロンドン
（ヒースロー）

アムステルダム
（スキポール）

フランクフルト

チューリッヒ

ローマ

パリ
（ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ）

あのパリ－ダカール間

４，２２５ｋｍ

※　ICAO 「TRAFFIC BY FLIGHT STAGE」 より航空局作成

上海

バンコク

主要都市が広範囲に分布しており、
太平洋沿いに直線的に並んでいる。

比較的狭い範囲に都市が集中しており、
地理的にもまとまっている。

ｼﾞｬｶﾙﾀ

ﾎｰﾁﾐﾝ

台北

ハノイ

マニラ

広州

釜山

重慶
成都

西安

武漢

北京

天津

青島

ｳﾗｼﾞｵｽﾄｯｸ
ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ ハルビン

長春

瀋陽

大連 ソウル
（仁川）

域内国際流動 域内総流動

約５４００万人 約２億５２００万人

域内国際流動 域内総流動

約９２００万人 約２億２３００万人

アジアとヨーロッパにおける拠点空港の位置関係について
13



欧　州

アジア

北　米

中南米
オセアニア

ハワイ・グアム

中近東

アフリカ

４０

１

１

５

６

４
４

１６

１０

１２

２０

0.6

８

域内国際 ： 　１２

　国　内　 ： ６０５

域内国際 ： 　９２

　国　内 　： １３１

域内国際 ： 0.3

　国　内　 ： ３

域内国際 ： 　１

　国　内　 ： １３

域内国際 ： 0.6

　国　内　 ： ６

域内国際 ： 　７

　国　内　 ： ２１

北米

ｵｾｱﾆｱ

欧州
６

１

４

域内国際 ： 　５４

　国　内　 ： １９８

ﾊﾜｲ
ｸﾞｱﾑ

4.7

（単位：百万人）

※　ＩＣＡＯ　「On-Flight Origin and Destination(2000年)」及び「Traffic(1996-2000年）」より航空局作成。

※ 直行便（給油のためのテクニカルランディングを含む）による旅客流動を計上。
※ 青円は域内の旅客流動量の多寡を示すイメージ図。域内国際とは域内各国間の国際航空旅客流動、国内とは域内各国の国内旅客流動のこと。

世界の航空旅客流動

日　本
（アジアの内数）

国際 ： ２０
国内 ： ９２

世界の航空市場の中でもアジア市場の成長率は高い

ICAOによる世界の
航空需要予測
(国際・国内計)

(1999-2010の年平均増加率)
欧州 アジア太平洋 北米 全世界

４．５％

７．０％

３．０％
４．５％

3.0%

5.0%

7.0%
(増加率)

14



アジアでは、人・モノとも結びつきが深くなっており、
東京・大阪だけでなく、地方との結びつきも深まっている。

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

71％ 東アジア：７４％

その他：１５％

ﾊﾜｲ･ｸﾞｱﾑ：１１％
韓国、中国、台湾、
香港、フィリピン、
タイ、マレーシア、
シンガポール、
インドネシア

※ 平成15年４月現在
　　（貨物便は除く）関空

733便

成田

1442便

その他

８９４便

対東アジア週間発着便数の推移 地方空港からの国際定期便に占める
東アジアの割合

29％

地方とアジアとのネットワークも広がりつつあるビジネスのグローバル化により、ビジネス需要も増加

83
182

372

494

0

200

400

600

800

1991年 2001年

（万人）

業務目的
２．２倍

観光目的
１．５倍

東アジアへの日本人航空利用出国者の渡航目的

４５４万人

６７６万人

東アジア
６７６万人

その他

651万人

５２％

日本人航空利用出国者に
占める東アジアの割合

計１,５９７万人

４８％

※ 国際航空旅客動態調査より

東アジア計
１．５倍

国際分業に伴い、アジアにおける物流ネットワークが発展

出典：「日本の統計2002」総務省より作成

注）図は各国との交易額上位１０品目のうち電子部品類のみを抽出したもの（太矢印は年間1000億円以上の流動）、総額はその集計値

 

マレーシア

タイ

台湾

韓国
中国

シンガポール

香港

１９９０年　総額 ８，９３０億円

電子管等
２２８

単位：10億円

電子管等
１６２

電子管等
８８

電子管等
１４４

電子管等
２１９

電子管等
５１

 

マレーシ
ア

タイ

台湾

韓国
中国

シンガポー
ル

香港

２０００年　総額 ４兆２０億円

半導体等
電子部品

４６０

単位：10億円

半導体等
電子部品

５２２

半導体等
電子部品

４５

半導体等
電子部品

３５７

半導体等
電子部品

２６０

半導体等
電子部品

３１

半導体等
電子部品

２２１

半導体等
電子部品

３１０

半導体等
電子部品

１４４

半導体等
電子部品

２１１

半導体等
電子部品

３７７

半導体等
電子部品

５３９

半導体等
電子部品

３８６

音響・映像
機器の部分

品
４７

音響・映像
機器の部分

品
９２

半導体等
電子部品

２６１

半導体等
電子部品

１８０

フィリピン

４.５倍

総額　８，９３０億円 総額　４兆２０億円

東アジア主要国との電子部品交易額
※ 国際航空貨物における半導体等電子部品の航空化率（2000年度） ＝ 輸出：８７％

輸入：９７％

1990年 2000年

アジアを中心とした国際航空市場①

淄博

クアラルンプール

ハルビン

ジャカルタ

バンドン

仁川

サマラ
ン

メダン

パレンバン

ウジュン・パンダン

大田
大邱
釜山

シンガポール

バンコク

北京

上海

天津

瀋陽

武漢

広州

重慶

成都

西安
南京

大連

済南

香港

長春

青島
太原

鄭州
棗荘

ﾄｩｵﾝｺｱﾝ

貴陽

蘭州

昆明

臨沂

唐山

天門

台北

マニラ

ケソンシティ
カルーカン

ダバオ

ハノイ

ホーチミン

ヤンゴン

ﾕｼﾞﾉｻﾊﾘﾝｽｸ

ｳﾗｼﾞｵｽﾄｯｸ

ﾊﾊﾞﾛﾌｽｸ

済州

厦門

デンパサール

ソウル

地方空港とアジアを結ぶネットワーク

※ 人口100万人以上（中国は150万
　　人以上）の都市を赤丸で記載
　　（「世界の統計」総務省統計局より）

※ 赤線は、日本からの定期便就航
　　都市（10月１日現在）を結んだも
　　の（経由便は、第１寄航地まで）
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伊丹 327便

成田･羽田

1003便

その他

５９６便
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ソウル
北京

釜山
上海

バンコク

香港

シンガポール

マニラ

サイパン
グアム

高雄

台北

大阪

東京

アメリカ

ノースウエスト航空の例

名古屋

コスト競争力のあるアジアの航空会社が躍進

ユナイテッド航空等破綻企業が合理化により競争力
のある航空会社として復活

大競争時代へ

1981 2000
1 パン・アメリカン航空 1 ルフトハンザ航空
2 ブリティシュ・エアウェイズ 2 ブリティシュ・エアウェイズ

3 ＪＡＬ 3 シンガポール航空

4 エア・フランス 4 エア・フランス

5 ルフトハンザ航空 5 ＪＡＬ

6 ＫＬＭオランダ航空 6 ＫＬＭオランダ航空
7 カンタス航空 7 ユナイテッド航空
8 ＴＷＡ 8 大韓航空
9 スイス航空 9 キャセイ航空

10 アリタリア航空 10 アメリカン航空
11 イベリア航空 11 ノースウェスト航空
12 エア・カナダ 12 カンタス航空
13 スカンジナビア航空 13 デルタ航空
14 フライング・タイガー 14 スイス航空
15 エア・インディア 15 タイ航空
16 ヴァリグ・ブラジル航空 16 アリタリア航空
17 サベナ航空 17 フェデラル・エクスプレス

18 南アフリカ航空 18 マレーシア航空
19 ＵＴＡ航空 19 コンチネンタル航空
20 ブラニフ 20 エア・カナダ

アジアの航空会社

輸送量上位２０社

反面、アジアの航空会社の急成長に加え、欧米航空会社もアジアに進出、競争は一層厳しくなる。
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334

252
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857

180

302

511
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100%

200%
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700%

800%

900%

昭
和

55 56 57 58 59 60 61 62 63
平

成
元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

アジア諸国の航空会社計

日本の航空会社計

(出典）ICAO, Civil Aviation Statistics of the World

　　〔アジア諸国〕
韓国、マレーシア、フィリピン、シン
ガポール、中国、タイ、ベトナム

(※）有償トンキロ数について昭和55年(1980年)を100として比較した。

我が国航空会社及びアジア諸国航空会社の
輸送量（国際）の推移

欧米エアラインのアジア市場への進出

コードシェアやアライアンスによる競争力強化

※ 航空会社機内誌等により航空局作成

アジアを中心とした国際航空市場②16



スターアライアンス

スカイチーム

・ エアカナダ（カナダ）

・ ユナイテッド航空（アメリカ）

・ ルフトハンザドイツ航空（ドイツ）

・ スカンジナビア航空（スウェーデン）

・ ブリティッシュミッドランド航空（イギリス）

・ スパンエアー（スペイン）

・ オーストリア航空（オーストリア）

・ チロリアン航空（オーストリア）

・ ラウダ航空（オーストリア）

・ 全日本空輸（日本）

・ アシアナ航空（韓国）

・ シンガポール航空（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）

・ タイ航空（タイ）

・ ニュージーランド航空（ニュージーランド）

・ メキシカーナ航空（メキシコ）

・ ヴァリグブラジル航空（ブラジル）

・ アメリカン航空（アメリカ）

・ 英国航空（イギリス）

・ フィンランド航空（フィンランド）

・ エアリンガス（アイルランド）

・ イベリア航空（スペイン）

・ スイスインターナショナル（スイス）

・ キャセイ航空（香港）

・ ランチリ（チリ）

・ デルタ航空（アメリカ）

・ エールフランス（フランス）

・ＫＬＭオランダ航空（オランダ）

・ アリタリア航空（イタリア）

・ チェコ航空（チェコ）

・ 大韓航空（韓国）

・ エアロメヒコ（メキシコ）

スター　

　アライアンス

　　　２３％

ワンワールド

２０％

スカイチーム

　　１５％

全輸送量に占める
各アライアンスのシェア

（人キロベース、２００１年）

その他

３８％

・ カンタス航空（オーストラリア）

※ IATA World Air Transport 
Statistics より

※ 加盟航空会社については、各アライアンスＨＰ等より航空局作成。
※ 輸送量データについて、アシアナ航空及びチロリアン航空のデータは含まれていない。

ＪＡＬ＋ＪＡＳ

４％

※ ポーランド航空（10月）、ＵＳエアウェイズ（来春）加盟予定

航空会社のアライアンスの動向

９ 社

７ 社

１８ 社

ワンワールド

17

※ エールフランスとKLMオランダ航空は、来年４月を目途に経営統合予定


